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は じめに

大切に したい。 ｣

男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち　　　　　　　　合い、 性別にかかわりなく 、 その個性と能力を十分に

人の生き方の多様化、 少子 ･ 高齢化の急激な進展や地 ザ触 感
　 　　 　

域社会が大きく変化する中で、 2 乍 世紀の最重要課題

　　　　　　　　　 　
計画｣ が策定されています。

本市においても、 平成 20 年 3 月 に、 南島原市男女共同参画計画を策定 し、

男女共同参画社会づく り に向けて取り組んでまい りま した。

この度、 平成 25 年度から平成 29 年度までの 5 年間を期間と して、 本市の

男女共同参画を推進するための指針となる ｢第2次南島原市男女共同参画計画｣

を策定 しま した。 これは、 男女共同参画基本法に基づき、 国の基本計画及び長

崎県の計画を考慮に入れ、 市民意識調査及び、 南島原市男女共同参画推進懇話

会での審議を経て、 策定 したものです。

性別による固定的な役割分担意識にと らわれることなく 、 男女が共に認め合

い、 基本理念である ｢夢と希望のまち 笑顔輝く みなみ しまばら｣ の実現を

目指 して、 家庭 ･ 学校 ･ 職場 ･ 地域社会並びに南島原市が一体となった取り組

みを進めてまい り ますので、 本計画の推進について、 よ り 一層のご理解とご協

力をお願いいた します。

結びに、 この計画の策定にあた り ま して、 貴重なご提言やご意見をいただき

ま した南島原市男女共同参画推進懇話会委員の皆さまをは じめ、 関係各位に心

からお礼を申 し上げます。

平成 25 年 3 月

南島原市長 藤原 米幸
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計画の策定にあた って



1 計画策定の趣旨

個人の生き方の多様化、 少子 ･ 高齢化の急激な進展や地域社会が大きく変化する中で、

女性と男性が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、 性別にかかわりなく 、 そ

の個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、 2 乍 世紀の最

重要課題となっています。

我が国においては、 平成 乍 乍 年 6 月 に ｢男女共同参画社会基本法｣ が公布 ･ 施行さ

れ、 男女共同参画社会の形成に関する 5 つの基本理念と国 ･ 地方公共団体及び国民の

責務が定められま した。 そ して、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、 平成 す 2 年 1 2 月に ｢男女共同参画基本計画｣ が策定さ

れ、 平成 乍 7 年 1 2 月 には ｢男女共同参画基本計画 (第 2 次) ｣ 、 平成 22 年 1 2 月 に

は、 ｢第 3 次男女共同参画基本計画｣ が策定されています。

本市においては、 平成 23 年度に実施した ｢南島原市男女共同参画に関する市民アン

ケー ト調査｣ からわかるとおり 、 性別による固定的な役割分担意識や職場 ･ 家庭 ･ 地域

社会などにおける男女間格差は根強く残っており 、 私たちの生き方や働き方などに大き

な影響を与えています。

｢第 2 次南島原市男女共同参画計画｣ は、 地域の経済力の低下や少子 ･ 高齢化と人

口減少による地域の担い手の減少などの背景、 また、 前 ｢南島原市男女共同参画計画｣

の進捗状況、 国および長崎県の ｢男女共同参画基本計画｣ を受け、 男女共同参画社会の

形成を促進するため‘こ設置した ｢南島原市男女共同参画推進懇話会礼 の提言を踏まえて、

男女共同参画社会の形成に向けた施策を総合的、 かつ計画的に推進するために策定する

ものです。

※南島原市男女共同参画推進懇話会

南島原市の男女共同参画社会の形成促進を図るために設置された、 委員 1 5名から成る諮問機関。 男女共同参画

に関する調査研究、 推進のための提言や推進活動などを行っています。



- -- - - -一 之

2 計画の性格と役割 l

( ↑ ) この計画は、 男女共同参画社会基本法第 1 4 条第 3 項の規定に基づく 法定計画

であるとともに、 男女共同参画を推進するため、 様々な分野にわたる関連施策を

総合的 ･ 計画的に進めていく ための方針を示すものと します。

( 2 ) この計画は、 南島原市総合計画を上位計画と した部門計画と して、 他の部門計画

との整合性を確保 したものと します。

( 3 ) この計画は、 市 ･ 市民 ･ 事業者 ･ 関係団体等と協働でこの遂行に務めます。

く 4 ) この計画は、 本市の特性や現状を踏まえたものと します。

- - - - =

3 計画の期間 I 割

この計画の期間は、 平成 25 年度から平成 29 年度までの 5 年間と します。

なお、 この計画は、 社会経済環境の変化や計画の進捗状況等に応 じて、 必要な見直し

を行うことと します。
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4 計画策定の背景

( 乍 ) 世界の動き

国連では、 女性の地位向上を目指した世界的規模の行動を行うため、 1 975 年 (昭

和 60 年) を ｢国際婦人年｣ と定め、 第 ↑ 回世界女性会議が開催され、 ｢平等、 発展、

平和｣ の 3つの目標達成に向けて ｢世界行動計画｣ が採択されま した。

↑ 976 年 (昭和 5 乍 年) から す 985 年 (昭和 60 年) までの 1 0 年間を ｢国際婦人

の十年｣ と し、 ↑ 979 年 (昭和 54 年) に国連総会において ｢女子に対するあらゆる

形態の差別の撤廃に関する条約｣ が採択され、 1 980 年 (昭和 55 年) に開催された

第 2 回世界女性会議において条約の署名式が行われま した。 また、 ｢国際婦人の十年｣

の最終年である 乍 985 年 (昭和 60 年) には、 第 3 回世界女性会議が開催され、 ｢婦

人の地位向上のためのナイ ロ ビ将来戦略｣ が採択されま した。

1 995 年 (平成 7 年) には、 第4回世界女性会議が開催され、 女性の地位向上をう

たった ｢北京宣言｣ と、 1 2 の問題領域を示した ｢行動綱領｣ が採択されま した。 また、

2000 年 (平成 1 2 年) には、 女性 2000 年会議が開催され、 北京行動綱領の完全実

施への決意を表明する ｢政治宣言｣ と行動綱領の更なる実施に向けての ｢成果文書｣ が

採択されま した。

2006 年 (平成 す 7 年) には、 第 49 回国連婦人の地位委員会が開催され、 ｢北京宣

言及び行動綱領｣ と ｢女性 2000 年会議成果文書｣ が再確認され、 これまでの男女平

等に関する達成事項を歓迎するとともに、 完全実施に向けた一層の取り組みを国際社会

に求める宣言が採択されま した。

20 1 0 年 (平成 22 年) には、 第 54 回国連婦人の地位委員会 ｢北京十 ↑ 5｣ の記念

会合が開催され、 北京行動鋼領が再確認されるなど男女平等へのさらなる取り組みが求

められま した。
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( 2 ) 日本の動き

我が国においても、 国際婦人年を契機と して、 ↑ 975 年 (昭和 50 年) に女性の地

位向上のために ｢婦人問題企画推進本部｣ が設置され、 乍 977 年 (昭和 52 年) には

｢国内行動計画｣ が策定されま した。 また、 す 985 年 (昭和 60 年) には、 ｢女子差別

撤廃条約｣ を批准 し ｢男女雇用機会均等法｣ が制定されま した。

乍 994 年 (平成 6 年) には、 ｢男女共同参画推進本部｣、 ｢男女共同参画室｣ や ｢男女

共同参画審議会｣ が設置され、 国の推進体制が整備されま した。

↑ 999 年 (平成 す 1 年) には、 ｢男女共同参画社会基本法｣ が制定され、 男女共同参

画社会の実現を 2 す 世紀の社会を決定する最重要課題と位置付け、 5 つの基本理念と

国 ･ 地方公共団体及び国民の責務等が定められま した。 また、 2000 年 (平成 1 2 年)

には、 ｢男女共同参画基本計画｣ が策定され、 男女共同参画社会の実現に向けて、 今後

実施する施策の基本的方向や具体的施策が示されま した。

200乍 年 (平成 1 3 年) には、 ｢男女共同参画会議｣ と ｢男女共同参画局｣ が設置さ

れ、 国民に対する啓発の取り組みが強化されま した。 また、 同年には ｢配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律｣ が制定され、 2005 年 (平成 乍 7 年) には

｢男女共同参画基本計画 (第 2 次)｣ が策定され、 基本的方向や具体的な施策が示され

ま した。

さらに、 男女が共にバランスよく仕事、 家庭、 地域生活ができるような社会を作る足
※

めに 2007 年 (平成 乍 9 年) に ｢仕事と生活の調和 (ワ ーク ･ ライ フ ･ バランス) 推

進室｣ が設置されま した。

20 乍 0 年 (平成 22 年) には、 男女共同参画社会の形成が一層加速されるよう 、 実

効性のあるアクシ ョ ン ･ プランと して ｢第 3 次男女共同参画基本計画｣ が策定されま

した。

※仕事と生活の調和 (ワーク ･ ライフ ･ バランス)

国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、 仕事上の責任を果たすとともに、 家庭や地域生活などに

おいても、 子育て期、 中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択 ･ 実現できること。
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( 3 ) 長崎県の動き

長崎県では、 乍 978 年 (昭和 53 年) に ｢婦人問題懇話会｣ と ｢婦人関係行政推進

会議｣ が設置され、 1 980 年 (昭和 55 年) に ｢生きがいを育てる長崎県の婦人対策｣

が定められま した。 乍 990 年 (平成 2 年) には、 ｢200 乍 ながさき女性プラン｣ が策

定されるなど、 総合的な女性関係行政が推進されました。

乍 999 年 (平成 也 1 年) には、 ｢婦人問題懇話会｣ が ｢男女共同参画懇話会｣ に改称

され、 2000 年 (平成 ↑ 2 年) に ｢男女共同参画社会基本法｣ の趣旨と同懇話会の提

言を踏まえた ｢長崎県男女共同参画計画｣ が策定されま した。

2002 年 (平成 1 4 年) には、 ｢長崎県男女共同参画推進条例｣ が施行され、 2003

年 (平成 1 5 年) には、 同条例の施行に伴い ｢長崎県男女共同参画計画｣ が見直され、

配偶者等からの暴力の防止などを盛り込んだ新たな ｢長崎県男女共同参画基本計画｣ が

策定されま した。 その後、 2007 年 (平成 乍 9 年) の ｢長崎県男女共同参画基本計画

(改定版)｣ を経て、 20す 乍 年 (平成 23 年) に ｢第 2 次長崎県男女共同参画基本計画

~ながさき “ 輝き " プラン~｣ が策定されま した。

　
● ● 〆
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( 4 ) 南島原市の動き

本市では、 2006 年 (平成 す 8 年) に男女共同参画社会づく りの提言や推進を行う

｢南島原市男女共同参画推進懇話会｣ を設置し、 2008 年 (平成 20 年) に ｢南島原

市男女共同参画計画｣ を策定 しま した。

2007 年 (平成 す 9 年) には、 ｢人権 ･ 男女共同参画室｣ を設置し、 男女共同参画の

推進体制の整備を図り 、 同懇話会や長崎県男女共同参画推進員などが中心となり 、 講演

会やセミナーを開催するなど、 男女共同参画に関する市民への意識啓発や推進に向けた

取り組みを進めてきま した。

20す 乍 年 (平成 23 年) には、 政策 ･ 方針の立案及び決定過程への女性の参画を進

めるため、 ｢南島原市女性人材バンク挙 を設置しま した。 また、 翌年、 ｢南島原市男女共

同参画庁内推進会議〆 を設置 し、 市役所内の推進体制を強化 しま した。

これらの状況を踏まえ、 20 1 3 年度 〔平成 25 年度) からの新 しい計画を策定 しま

した。

0 0 ; ‐ ･ “

登 } ' ‐な い

も ゞ ･. ノ イ
　 　 　 　

　 　　　　 　 　　　　　

※南島原市女性人材バンク

各分野において識見又は経験を有する女性の情報を必要とする者に適切に提供 し、 審議会等への女性の積極的登

用を目指すため設置されま した。

※南島原市男女共同参画庁内推進会議

南島原市の内部機関相互の総合的な連絡調整を図るため設置されま した。 男女共同参画計画の策定に関すること、

男女共同参画計画に基づく施策の推進に関することなどを協議します。
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( 5 ) 社会環境の変化

①少子 ･ 高齢化の進展

本市の人口は昭和 60 年より減少傾向にあり 、 平成 22 年 乍 0 月 1 日現在 (国勢

調査) において 50,363 *人となっています。 また、 人口を年齢 3 区分別にみると、

年少人口 (0 歳~ 1 4 歳) と生産年齢人口 (T 5 歳~ 64 歳) は減少傾向にある一方

で、 老年人口 (65 歳以上) は増加傾向にあり 、 今後もこのような傾向が続く こと

が予想されます。
※

出生率においては、 昭和 60 年には長崎県に比べ高い割合となっていま したが、

低下傾向が続き平成 22 年には 7. T と、 長崎県に比べ低い割合となっています。 -
※

万、 高齢化率においては、 増加傾向が続き長崎県と比べ高い割合で推移 しており 、

平成 22 年には 32.3%とな っています。

このように少子 ･ 高齢化が急速に進んでいる本市においては、 地域を支える存在

と して、 女性や高齢者の一層の社会参画が必要とな ってきます。

■年齢別人 口 の推移 r年少人□ 攝 生産年齢人。 國老年人麩(人) (0歳~ 1 4歳) ( 1 5歳 ~64歳) (65歳以上)

70 , 000

60 , 000

50 , 000

40 , 000

30 , 00O

20 , 000

1 0 , 00O

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

資料 : 総務省 ｢国勢調査｣

*平成2 2年の人口には、 上記グラフ 『年齢別人口の推移』 の人口の他に、 年齢不明 ず 0 人が含まれます。

※出生率

一定期間の出生数の人口に対する割合のこと。 一般に、 人 口千人当たりの年間の出生児数の割合のことをいいます。

※高齢化率

65 歳以上人口が総人□に占める割合のことをいいます。

7



■出生率の推移

(%)
' +鵜原市 *長崎県 l

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

資料 : 長崎県 ｢衛生統計年報｣

■高齢化率の推移

-◆-南島原市 -暮-長崎県

(%)

40 . O

35 . O

30 . O

25 . O

20 , O

1 5 . O

1 0 . 0

5 . O

0 . 0

1 8 . 2 23 . 6

1 5 . 1 20 . 8

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

‐ 資料 : 総務省 ｢国勢調査｣
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②家族形態の変化

本市の世帯類型別構成割合の推移をみると、 ｢夫婦のみの世帯｣ や ｢単独世帯｣

の増加が著 しく 、 ｢ひと り親と子どもから成る世帯｣ も微増とな っています。 一方

で、 ｢夫婦と子どもから成る世帯｣ は減少傾向にあり 、 世帯規模の縮小や家族形態

の多様化が進んでいます。

今後もこのような傾向が続く ことが予想され、 家族形態の小規模化 ･ 多様化に対

応 した仕事と家庭の両立支援や育児 ･ 介護支援策が必要となってきています。

■一般世帯におけ る世帯類型別割合の推移

- ■ 夫婦のみの世帯 謡夫婦と子どもから 鞘ひとり親と子ども ■夫婦、 子どもと親 皿その他の世帯 口単独世帯 ‘成る世帯 から成る世帯 から成る世帯

0 % 1 0% 2 0 % 3 0% 40% 5 0% 6 0% 7 0 % 8 0% 90 % 1 0 0%

岳 ＼ 、 / /

ず ＼ 、 / /

号 ＼ ＼ / /

耆 ＼ ＼ / /

1 ＼ ＼ ＼ /

昭和60年

平成2年

平成7年

平成1 2年

平成1 7年

平成22年

資料 : 総務省 ｢国勢調査｣
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③就業構造の変化

平成 22 年の国勢調査によると 、 本市の就業者数は 23,92 1 人で、 うち女性の

就業者数億 ↑ 亀244 人と就業者全体の 47.0%を占めています。
※

年齢階級別労働力率についてみると、 男性の場合は逆 U 字型カーブを描いてい

るのに対して、 女性は 20 代にピークを迎え、 30 ~ 34 歳で谷底となり 、 40 代で
※

再びピークを迎える M 字カーブを描いています。 これは、 30 代前半の女性の多

くが、 結婚 ･ 出産 ･ 育児などの事情により仕事を中断し、 子育てが一段落する 30

代後半から 40 代にかけて再就職するという傾向を示しています。

また、 ｢家事のほか仕事｣ の割合についてみると 、 男女において大きな開きがみ

られ、 特に女性の労働力率のピークである 30 代後半から 40 代においては、 ｢家

事のほか仕事｣ の割合が最も高く なっており 、 女性が仕事と家庭の二重の負担を背

負 っているという現状となっています。

女性の労働力の重要性が高まる中において、 就業を希望する女性の働きやすい環

境の整備や、 男女ともに仕事と家庭における負担を担っていく ような環境づく りが

必要とな ってきています。

■年齢階級別の男女労働力率

(%) l -男性 +女性 一声家事のほか仕事甥性) -家事のほか仕事 政性) 1

90 . 7 9 . 9 9 . 0 97 . ー 9 , 7 9 . 4 9 . 8 ･

86 . 4 86 , 0 74 . 8
84 . 8 82 . 4 83 , 9 8 1 . 4 7 1 . 179 . 9

8 . 3 1 7 . 5 1 7 , 9 23 . 0 1 9 . 3 1 7 . 7 1 7 . 3 1 6 . 0
1 2. 3

8 . 0 7 . 8 7 . O
2 . 9

0 . . 3 0 . 4 0 . 4 0 . 7 0 3 0. 1 0 . 5 1 2 1 . 2

1 5~ 20~ 25 ~ 30 ~ 35 ~ 40~ 45~ 50~ 55 ~ 60 ~ 65 以上 (歳 )

資料 : 総務省 ｢国勢調査｣

※労働力率

労働力人口 (就業者と完全失業者) が ず 5 歳以上人口に占める割合のこと。

※M字カーブ

日本の女性の労働人口比率を年齢階級別にグラフ化 したとき、 30 歳代を谷と し、 20 歳代後半と 40 歳代後半が

山になるアルフ ァベ ッ トのMのような形になり 、 その原因は、 出産 ･ 子育て期に離職する女性が多いことにあります。

なお、 国際的に見ると、 台形型に近く な っている国が多く なっています。

1 0



④ライフスタイルの多様化

本市の未婚率をみると、 男女とも各年齢階級層において上昇傾向にあります。 こ

れは、 女性の社会進出が進む一方で、 性別による固定的な役割分担意識などにより 、

女性の家事 ･ 育児への負担は軽減されていないことが要因のひとつと考えられます。

また、 時代の流れにより大きく変化するライフスタイルや価値観の変化も大きな要

因となっています。 男女が、 職場 ･ 地域 ･ 家庭などのあらゆる環境においてバラン

スのとれた多様なライ フスタイルを可能とする社会の実現が必要となってきてい

ます。

■未婚率の推移 ー 『』25~29歳 -願｣ 3o~34歳 一事-35~39歳 『･･40~44歳 ｣( % )

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

( % ) l 寧26~29歳 畔30~34歳 十35~39歳 *40~鱒歳 l

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

資料 : 総務省 ｢国勢調査｣
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第 2 章

計画の基本的な考え方



- 1 基本理念

男女が、 心豊かに幸せに生きるために、 お互いの性別や個性を尊重し、 認め合いなが

ら、 社会の対等な構成員と して、 家庭 ･ 職場 ･ 地域社会などのあらゆる分野で連携 ･ 共

同 して暮らすことができ、 性別による固定的な役割分担意識にとらわれることなく 、 一

人ひと りの個性と能力を発揮することができる男女共同参画社会を、 市民とともに実現

することを目指 します。

夢と希望のまち

笑顔輝く みなみしまばら

　 　　　　 　 　 　

、＼三ノな

/ /＼/シ企

　　　 　 　 　　　　

、 o＼′グト r

論ぜ今

ず令し斜

, でしいノ

1 2

1 基本理念



1I i

南島原市男女共同参画社会のイメージ

家庭

話し合い

感謝の気持ちを持って

声をかけ合い 認め合い

絆を深めて 思いやり を持って

地域 職場
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I 2 計画の体系図

基本目標

I 男女がと もに認め合い、認

　

と

　

に

意尊重 し合う意識づく り

II あらゆる分野における

男女共同参画の推進

m 男女の人権が尊重され、 難もが

安心して暮らせる社会の実現

1 4

2 計画の体系図
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政策目標 具体的な施策

1 男女共同参画の視点に立った
社会制度 ･ 慣行の見直 し

学校教育 ･ 生涯学習に

おける啓発推進

政策 ･ 方針の立案及び決定過程

への女性の参画拡大

4 鰯人材の育成と人材情報の

5 醗酵壤潴溜工“讓自営業

6 螂幸男翳讓護-クライ

7 雜礬における男女共同参画の

8 男女間における暴力の根絶

9 生涯を通じた健康支援

1o 色溝饗努難参齢が安心

( 1 ) わか り やす い広報 ･ 啓発活動の推進

(2) 男女共同参画に関する市民意識調査の実施

(3) 男女共同参画の視点に立 っ た表現の促進

(4) 男性に対す る啓発の推進

(1 ) 学校における 男女共同参画に関す る教育 ･ 学習の充実

(2) 学校にお け る性教育の充実

(3 ) 生涯学習における男女共同参画を 目 指 した学習機会の充実

( 1 ) 審議会等への女性の参画の推進

(2) 役職等への女性の参画の推進

(3) 女性の積極的な採用 ･ 登用の促進

( 1 ) 女性人材の育成

(2) 女性の人材発掘及び積極的な情報の提供

(1 ) 家族経営 ･ 小規模事業者な どへの意識啓発

(2) 女性 リ ーダーの育成

( 1 ) ワーク ･ ラ イ フ ･ バラ ンスの考え方の普及 ･ 浸透

(2) 家庭におけ る 男女共同参画の促進

(3) 多様な働き方ができ る環境づ く り の促進

( 1 ) 地域社会における 男女共同参画の推進

(2) 防災における 男女共同参画の推進

(3) 女性力 を生かせる地域づ く り と 男女共同参画の促進

(D D V ( ド メ ステ ィ ッ ク ･ バイ オ レ ンス) 対策の推進

(2) セ ク シュ アル ･ ハラス メ ン ト等の対策の推進

くり 健康診査 ･ 健康教育の推進

(2) 妊娠 ･ 出産 と乳幼児期における健康管理への支援

(1 ) ひ と り 親家庭の生活安定 と 自立支援

(2) 高齢者や陣がいのある人への支援
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型回3國觴

鼎 の 冊





. - - -- 三 一 - -- - - - "

男女がともに認め合い 、

尊重し合う意識づく り

政策目標 1 男女共同参画の視点に立 った社会制度 ･ 慣行の見直 し

●現状と課題●

本市が平成 23 年度に実施 した ｢南島原市男女共同参画に関する市民アンケー ト調
査｣ (以下 ｢市民アンケー ト調査｣ という 。 ) によると、 男女の平等感は、 ｢学校教育関

係の場｣ 及び ｢法律や制度の上｣ 以外において、 ｢男性の方が優遇されている｣ とい う

意見が多く 、 男女の不平等感が見られます。

また、 平成2 乍 年度に長崎県が実施した ｢男女共同参画社会に向けての県民意識調査｣

(以下 ｢県民意識調査｣ という 。 ) と比較すると 、 ｢学校教育の場｣、 ｢地域活動の場｣ 、

｢政治や行政の政策 ･ 方針決定の場｣ において、 ｢男性の方が優遇されている｣ と感じ

る割合が県と比べ高く な っています。

このような不平等感は、 ｢男は仕事、 女は家庭｣ とい った言葉に代表される固定的な

性別役割分担意識が、 社会制度や慣行の中 [こ根強く残っていることから生じるものと悪

われます。

、 ◎
　　　
　　 　 　 　

ミ 〔)̂ ′ ÷ - ＼◇ o
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田]丸山- 二m法人- ◆ -

■■■■■■■ 男女V 刀、 とも I、 呂芯の日r し 、 、
1睦翌湿副斑1胆1 子テ‐▲ --三▲ “‐三 ･

------ 合う藁藍 ･づ し
、 一 . . 対-- 【 ′ ‐]'"ヲ、 ′ 霊



■社会生活における男女平等

■ 男性の方が非常に優遇されている 圏 どちらかと言えば男性の方が優遇されている
□平等である ■ どち らかと言えぱ女性の方が優遇されてし、る
目女性の方が非常に優遇されている 口わからない
田無回答

0% 20 % 40 % 6 0% 8 0% 1 0 0%

3 . O

3 , 6

( 1 ) 家庭生活 南島原市

(2) 職場 南島原市

飜飜讓朧濃朧黎蓬鱸薹だ錨! = . 2 ▼ 酬長崎県

し(4) 地域活動の場 南島原市

(5) 政治や行政の政策 ･ 南島原市
方針決定の場

(6) 法律や制度の上 南島原市

鴎端
:8ます::さき圭きき;蓬まきさまさま

3寂さ娑窪ま;弱気まき: :長崎県

(7) 社会通念 、 南島原市
慣習 ･ し きた り

U b

　　　　　　　　　　長崎県

(8) 社会全体 南島原市
I

圏聰蕊濃濃蕊滋滋綴濃蕊蕊濃滋蕊蕊蕊蕊濃蕊濃濃蕊蕊蕊淑蕊蕊蕊飜蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊滋濃蕊濃蕊蕊濃霧. ･ さきを露淺:発 き .き 蠅事0. 4 絆 せ 月
fニニヨテン ｣山 一 , 一 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - ＼＼ 、 精 ′

l

囲:幅･濃蕊蕊蕊濃滋滋綴蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊滋蕊蕊蕊蕊滋蕊濾溥濃濃轤轤蕊滋滋蕊蕊蕊盡謎謎瀘轤濃艶離膣 9. 2 霊
-- - U

長崎県

(南島原市 : n [ア ンケー ト の回答者数] = 396 、 長崎県 : n = 1 , 33 8 )

資料 : 市民ア ンケー ト調査 、 県民意識調査
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●具体的な施策と取り組み内容●

あらゆる分野において男女がともにその個性や能力を十分に発揮できる社会をつく

りあげるために、 男女の社会における活動の選択に中立的でない影響を及ぼす社会制度

や慣行を見直 し、 また、 男女共同参画に関する理解を深めるよう 、 あらゆる媒体や機会

を通じたわかりやすい広報 ･ 啓発活動に努めます。

1 8

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

く ず ) わか りやす

い広報 ･ 啓発活動

の推進

･ 講演会、 啓発講座等

の開催による固定的役

割分担意識の解消

･ 広報紙やホームペー

ジを通じた男女共同参

画に関する情報提供の

充実

講 演 会 、

啓発講座の

開催回数

2 回 3 回
人権 ･ 男女

共同参画室

広報紙、 軒

ムバ ‐ヅ を通

じた情報提

供

2 回 3 回
人権 ･ 男女

共同参画室

〔2) 男女共同参

画 に 関す る市民

意識調査の実施

･ 男女共同参画社会の

形成に向けての課題等

に関する調査の実施

市 民 意 識

調査の実施
1 回 1 回

人権 ･ 男女

共同参画室

(3) 男女共同参

画の視点 に立 っ

た表現の促進

･ 市が発行する広報 ･

刊行物における男女共

同参画の視点への配慮

･ 市が実施する各種調

査 ･ 統計等における男

女別データの表示

広報紙等に

おける男女

共同参画表

現への配慮

適宜 継続 秘書広報課

市が実施する

各種調査 ･

統計等にお

ける男女別

デ ‐夕の表示

適宜 継続 関係各課

(4) 男性に対す

る啓発の推進

･ 男性に対する男女共

同参画イベン トへの参

加促進

･ 男性にと っ ての男女

共同参画についての理

解促進

男女共同参

画イベン ト

における男

性参加割合

20% 50%
人権 ･ 男女

共同参画室



政策目標 2 学校教育 ･ 生涯学習における啓発推進

●現状と課題●

次代を担う子どもたちが、 健やかにそ して個性と能力を発揮できるように育ってい

く ため、 子どもの頃から、 男女共同参画について理解 し、 また将来を見通した自己形成

ができるよう取り組みを進める必要があります。

さ らに、 子どもたちが健全に育つため、 健康教育 ･ 性教育 ･ DV ( ドメステ ィ ッ ク ･

バイオレンス) 予防教育を推進するとともに、 子どもの安全安心の確保についても配慮

する必要があります。

■男女共同参画社会実現のために必要な こ と

■南島原市 全体 團 男性 口女性

0 20 40 60 80 (% )

学校教育における男女の平等などの学習の充実

生涯学習の場における男女平等などの学習の充実

広報紙やパンフレット等での男女平等などの啓発の充実

男性に対する意識啓発の充実

女性に対する意識啓発の充実

女性への就業情報の提供や職業訓練の充実

職場での男女間格差是正、 労働時間短縮、 育児 ･ 介護休業
制度の普及

仕事と家庭 ･ 地域生活の両立支援の充実

女性への暴力の根絶と被害者への支援の充実

女性の社会参画を促進するための研修等充実

相談窓口を充実する

政策 ･方針を決定する場への積極的な女性の登用

その他

無回答

20 40 60

44. 4

　　　　 　 　 　
･ 38.

34. 6

3 1 . 5
37 . 6

26 . 8

""" 25 . 0
l 2 8 . 6

21 7
, 23 . 4

20 . 5

･ 2 3 . 7
･ 2 9 . 9

i 1 8 . 6

　　　　　　　　　　　　 　　 　 　
　　　　　　　　　　 　 　
一-… 一- 42 . 4

50. 8
, 47 . 3

ゞ 54. 3

… -- 5 1 . O

--. ぶぷ箋ミ滋" 44. 0 I 5 7 . 6
1 9 . 2

-畿 21 . 2
1 7 . 6

2 6 . 3

、 . 23 . 4

、 . - - - ^｢ 29 . 0

! 1 9 . 2

終 20 ･ 1
を 1 8 ･ 6

(南島原市 : n = 39 6 )

資料 : 市民アンケー ト調査

斜. 4

騒讃 51 6
･ 38.

34. 6

　　 　 　　 　
- - - - 3 7 . 6

2 6 . 8

"… 、 - -"" 25 . 0
l 2 8 . 6

21 7

め" ‐ ≧“ t 23 . 4
20 . 5

･ 2 3 . 7
･ 2 9 . 9

i 1 8 . 6

‐ 蘂謹聴聴講霊園霊山5‐ 4
一-… 一- 42 . 4

50. 8
, 47 . 3

ゞ 54. 3

一一 ｣ … - 51 . O
＼ " 、 ぷ箋ミ滋" 44. 0

34. 2

2 . O
2 . 2

1 . 9

7 . 8

7 , 6
7 . 1

1 9



●具体的な施策と取り組み内容●

固定的な性別役割分担意識にとらわれることない男女平等の学校教育 ･ 生涯学習を推

進します。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

( 1 ) 学校における

男女共同参画に関

する教育 ･ 学習の

充実

･ 教職員への人権教育

研修の実施

･ 生涯を見通 しをキ ヤ

リ ア教育の推進

教職員 へ

の人権数

育研修会

実施回数

す 回 1 回 学校教育課

性別にとら

わ れ な い

進路指導

適宜 継続 学校教育課

(2 ) 学校にあげる

性教育の充実

･ 発達段階に応じを適

切な性教育の実施

･ 科学的な知識、 命の

大切さ 、 人間尊重、 対

等な関係づく り に つ

いての授業の実施

･ DV 予防教育の実施

命の授業の

実施回数
1 回 2 回 学校教育課

経年 的 に

い の ち の

学習 を 実

施す る 中

学校数

3 校 6 校
こども

未来課

(3) 生涯学習にお

ける男女共同参画

を 目指 し を学習機

会の充実

･ あらゆる機会を通 じ

を男女共同参画啓発

講座の実施

･ 男女共同参画の視点

に立つ鹿講座の実施

各種 団 体

等へ の 出

前講座の

開催回数

乍 回 2 回

人権 ･ 男女

共同参画室

生涯学習課
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一 員 , 罠 三 ･ 議 ‐ l あらゆる分野における

男女共同参画の推進

政策目標 3 政策 ･ 方針の立案及び決定過程への女性の参画拡大

●現状と課題●

長い歴史に培われた制度や慣行により 、 これまで政策 ･ 方針の立案及び決定について

は男性の手に委ねられていたのが現状です。 女性 ･ 男性の双方が対等に参画する機会を

確保することが重要です。

女性の社会進出は進んでいるとは言われますが、 本市における審議会等への女性委員

の登用率を見ると、 平成 22 年 4 月 乍 日現在で ↑ ○。7%とな っており 、 長崎県と比較す

ると 212 ポイ ン トも下回るなど、 女性の政策 ･ 方針の立案及び決定過程の場への参画

は十分とはいえません。

■審議会等の女性委員の登用状況

(%) l -鵜原市 事長崎県 l

平成1 7年 平成1 8年 平成1 9年 平成20年 平成21 年 平成22年

資料 : 市 ･ 県調査

2 1

あらゆる分野における

- 擶 I 男女共同参画の推進



●具体的な施策と取り組み内容●

市は率先して、 政策を検討する審議会やこれまで女性の参画が少なかった分野におい

て、 女性人材バンクを活用するなど、 女性の参画を拡大する積極的な取り組みを推進す

るとともに、 企業や各種団体等における女性の参画拡大を支援していきます。

また、 本市における女性管理職の登用率は 6.5%と低く 、 今後も継続して女性の管理

職への登用を進めていきます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

( 1 ) 審議会等へ

の女性の参画の推

進

･ 市審議会等の女性登

用の促進

･ 市が設置する審議会

等の女性委員の登用

率及び登用計画調査

の実施

審議 会等

の女 性 の

登用率

1 0.7% 33.3%
人権 ･ 男女

共同参画室

(2) 役職等への

女性の参画の促進

･ 市における女性管理

職の登用

･ 市職員の能力向上の

ための研修の実施

市職 員 の

女性管理職

の登用率

6.5% 乍 3.0% 人事課

(3) 女性の積極

的な採用 ･ 登用の

促進

･ 女性人材バンクの活用

･ 各種団体、 関係機関

等に女性の積極的な

参画に向けた啓発の

推進

女性 人材

バ ン ク か

ら の委 員

登用数

20 人
人権 ･ 男女

共同参画室

※女性人材バンクからの委員登用 (平成24年3月3乍 日現在) : 7 人

22



政策目標 4 女性人材の育成と 人材情報の提供

●現状と課題●

地域経済が低迷する中、 少子 ･ 高齢化による労働力人口の減少や地域の活力低下が進

み、 多様な人材の活用による地域の活性化が求められています。

性別による固定的な役割分担意識などのため、 これまで活躍の分野が比較的限定され

がちだった女性が、 その能力を十分に発揮して社会に参画する機会を増やすことは、 市

の活性化を進める上で不可欠です。

■女性が職業を も つ こ と に対する考え方

1結婚するまでは職業をもつ方がよい 蕊 子どもができるまでは、 職業をもつ方がよい

亞 子どもができても、 ずっと職業を続ける方が 鬱子どもができたら退職し、 子育てが落ち着いた後
よし 、 再就職する方がよい

曰 女性は職業をもたない方がよい 口 その他

m わからない 囮 , 回 。

0 % 1 0 % 20 % 3 0 % 40 % 5 0 % 6 0 % 7 0 % 8 0 % 9 0 % 1 0 0%

0 . 5

溥滋!轢きき き皺ま斐 ･ 疼 き!きき 驚き:きき趣 I ; ;; ;

ハ蕩鬘鬘---- 一 廉
o 9一蹴総雙雙靴

2. 8南島原市 全体

男性

1 . 4女性

長崎県 (H2 1 年 )

(南島原市 : n =396 、 長崎県 : n = 1 , 3 38)

資料 : 市民ア ンケー ト調査 、 県民意識調査
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●具体的な施策と取り組み内容●

女性自らが男性と対等な社会の構成員と して社会的責任を担うという意識を持ち、 そ

の能力をより高めていく ことが重要であり 、 そのための人材育成の充実を図ります。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

( 1 ) 女性人材の

育成

･ 女性力を高めるため

の講座の開催

女性 講座

( 公 民館

講座 ) の

開催講座数

3 講座 3 講座

生涯学習課

人権 ･ 男女

共同参画室

(2) 女性の人材

発掘及び積極的な

情報の提供

･ 女性人材バンクの登

録促進

･ 女性人材バンク登録

者に対する積極的な

情報提供

女 性人材

バ ン ク の

登録者数

1 50 人
人権 ･ 男女

共同参画室

　 　 　 　 　
- \ を二)職 - ′ - - ら 致 凌 ぎ 〆鑑
"“ な許こ に 事導こき Mこ
　 　 　　 　　 　　　 　 　 　 　 　 　 　

鱒〕講
習

攣
ド

-‐＼

　
　
　

　　
　
　
　
　

　
　

　 　 　 　 　
も

　 　 　　 　
も、、で

※女性人材バンク登録者数 (平成24年3月3 ず 日現在) 増 23 人
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政策目標 5 農 業 ･ 水産業 ･ 商工 業等 自 営 業 に お け る 女性の 自 立支援

●現状と課題●

農林水産業や商工業などの自営業においては、 多様な視点や発想を持つ女性が参画す

ることにより 、 産業自体の活性化が期待されます。

しかし、 地域に残る性別による固定的な役割分担意識や慣習などから 、 女性が持つ能

力が適正に評価されていないのが現状です。 また、 女性が重要な役割を果た しているに

もかかわら夢、 家族経営であるがため適正な報酬- lや就業条件が確保しにく い状況となっ
※

ており 、 家族の話合いをベースとする家族経営協定制度等の活用による女性の経営参画

や、 女性に偏 っている家事 ･ 育児などの負担の見直しを進めることが必要です。

■産業別就業者の割合 ー ｣■南島原市 囚長崎県

0 1 0 20 30 40 50 60 70 80 ( % )

第. 次諜 25‐ O

※ 20 . 2

第2次産業 20. 2

資料 : 総務省 ｢国勢調査｣

※家族経営協定

農業経営計画や生活設計を立てるため、 経営や暮ら しについて家族みんなで話し合いにより決めるもの。

※第 也 次産業

農業 ･ 林業、 漁業

※第2次産業

鉱業 ･ 採石業 ･ 砂利採取業、 建設業、 製造業

※第3次産業

電気 ･ ガス ･ 熱供給 ･ 水道業、 情報通信業、 運輸業 ･ 郵便業、 卸売業 ･ 小売業、 金融業 ･ 保険業、 不動産業 ･ 物

品賃貸業、 学術研究 ･ 専門 ･ 技術サービス業、 宿泊業 ･ 飲食サービス業、 生活関連サー ビス業 ･ 娯楽業、 教育 ･ 学習

支援業、 医療 ･ 福祉、 複合サービス事業、 サービス業 〔他に分類されないもの) 、 公務 〔他に分類されるものを除く )
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●具体的な施策と取り組み内容●

固定的な性別役割分担意識や慣習にとらわれることなく 、 男女が対等なパー トナーと

して経営や事業運営の方針決定などへ参画できる環境づく りに努めます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

G ) 家族経営 ･

小規模事業者など

への意識啓発

･ 家族経営協定の推進

･ 政策 ･ 方針決定過程

への女性の参画促進

家族経営

協 定 の締

縞数

48 す 組 53 乍 組 農林課

農林 漁 業

体験民泊

受入軒数

23軒 乍 50軒 商工観光課

(2) 女性リ ーダ

一の育成

･ 女性リ ーダー育成の

研修会等の開催

女性農業者

研 修 会の

開催回数

7 回 8 回 農林課

商 工 会女

性部 研修

会 の 開 催

回数

す 回 3 回 商工観光課

　 　 　　　
　 　 　　 　 　　　

0 0 ゞ -　　　 　　　　　
　　 　　 　　　　　　　　
▲▲ ▲ ▲
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政策 目標 6 仕事と生活の調和 ( ワーク ･ ラ イ フ ･ バラ ンス) の実現

●現状と課題●

市民意識調査の結果によると、 仕事と家庭生活や地域活動への望ま しい関わり方につ

いて聞いたところ、 女性では ｢同 じように両立｣ がも っ とも多く 36.7%ですが、 現状

では ｢同 じように両立｣ している女性は 乍 9.0%とな っています。 また、 男性は ｢仕事

に専念｣ するのが望ま しいと感 じている人の割合は 3 .8%と少ないのに対 し、 現状は

1 4.7%が ｢仕事に専念｣ していると答えており 、 女性も男性も望ま しい関わり方と現

状では差が見られます。

仕事、 家庭生活、 地域活動について自らの望むバランスで生活できる ｢仕事と生活の
※

調和 (ワ ーク ･ ライ フ ･ バランス)｣ は、 市民の健康を維持し、 安心 して暮ら してい く

上で重要なものであり 、 その実現に向け、 社会的気運の醸成を図っていく必要がありま

す。

■仕事 、 家庭、 地域活動への望ま し い関わ り 方 と 本人の現状

　　　 　 　　　　啜 男性の理想

i o o o l o

1 2 ‐9曲襄照 董讓慶ぶ謙 i 4‐7三顎肩 地盤鷲鼾
29.5 家庭生活又は地域

ゞ ~ 活動にも携わるが、

36.2 ◆ ; : ･ふ ん ･ - ゞ - … ‐ 仕事を優先

1 9 .0 家庭生活又は

36‐産毛きき窪むささ : なか き ‐ ‐ ‐ - - T . r ' { " 地域活動と仕事を. ‐ ‘ ] 同 じように両立

義一圈圀舅剛 仕葬繋留"･
1 3 .3 ≧ : ; ふ き ＼ ! 地域活動を優先

24.3 家庭生活又は

6･打開熱学 地域活動に専念

留囮 6れ襲 鱗

ぷ3‐8

鯲"緑蘂ミミミ蘂ミミミミ試聴ミミト ト ミぷ、、きき"、巽"、選ぷいトミト"" 、謎謎N 5u

,込む一--爵 1 9‐oぷミミミミミ灘ぷ 実襞滋滋滋滋"謎 33.7

墨碇.

ミ需野･7 鰯鴎“軍9‐2

50 40 30 20 i o o o す 0 20 30 40 50 60翰(%) 60

(南島原市 : n = 39 6)

資料 : 市民ア ンケー ト調査

※仕事と生活の調和 (ワーク ･ ライフ ･ バランス)

国民一人ひとりがやりがいや充実感を感 じながら働き 、 仕事上の責任を果たすとともに、 家庭や地域生活などに

おいても、 子育て期、 中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択 ･ 実現できること。
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●具体的な施策と取り組み内容●

男女がともに、 仕事と家庭生活や地域活動に参画し、 豊かな生活を送ることができる

よう 、 家族が互いに尊重し協力 しあ って家事、 育児、 介護などに取り組む必要がありま

す。 また、 育児休業を取得しやすく 、 職場復帰しやすい職場環境づく りや、 長時間労働

の抑制、 多様な働き万の普及、 子育て支援策の充実など、 様々な環境の整備も進めてい

きます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

くり ワーク ･ ライ

フ ･ / " ラ ン ス の

考え方の普及 ･ 浸透

･ 講演会、 啓発講座の

開催による周知

･ 長時間労働の抑制

講演会 ･

セ ミ ナ ー

等 の 開 催

回数

2 回 3 回
人権 ･ 男女

共同参画室

市職 員 に

おける

ノ ー残業デー

の実施

毎週

水曜日
継続 人事課

(2) 家庭に獄ナる

男女共同参画の促進

･ 固定的役割分担意識

の解消 に向けた広報 ･

啓発の充実

講演会 ･

セ ミ ナ ー

等の 開 催

回数

2 回 3 回
人権 ･ 男女

共同参画室

(3) 多様な働き方

ができる環境づく

りの促進

･ 保育や介護のための

施設やサービスの充実

･ 育児 ･ 介護休業を取得

しやすい環境づく り

延長保育を

行 う 認可

保育所数

26 か所 26 か所
こども

未来課

放課後児童

クラブ数
1 5 か所 ず 9 か所

こども

未来課

一時保育を

行 う 認可

保育所数

9 か所 1 5 か所
こども

未来課

地域子青

て支援 セ

ン夕一数

ず 4 か所 1 5 か所
こども

未来課

市職 員 に

お け る 育

児 ･介護休

業の取得

適宜 継続 人事課
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政策目標 7 地域における男女共同参画の推進

●現状と課題●

地域社会の活力低下が懸念されるなか、 男性のボランティ ア活動へのさらなる参加や、

女性の自治会での意思決定過程への参加を通じ、 新たな視点で暮ら しに密着 した課題や

地域の活性化に取り組むことが豊かな地域づく りを進めるうえで重要となっています。

男女の固定的役割分担意識にとらわれ、 実際に活動に関わ っている女性は多くても、

方針決定過程の場に、 女性の参画が十分なされていないのが現状です。

また、 災害特には増大した家庭的責任が女性に集中 したり 、 被災地において女性が安

心した生活を送れないなどの問題が出てきます。 また、 災害後の対応において、 女性や

子育て家庭のニーズ、 視点に配慮した支援も必要になってく るため、 女性の視点を取り

入れた防災体制の確立や防災現場への女性の進出が求められています。

■地域社会活動への分野別の参加状況 と今後の参加意向

■現在参加している 障今後参加したい

0 1 0 20 30 40 50 ( % )

趣味 ･ スポーツ ･教育 ･ 娯楽 ･ 学習 ･文化などのサークル活動

町内会 ･青年団 ･婦人会 ･ 老人クラブ

保育園等の保護者会 ･ P T A活動 ･ 子どもや青少年の育成会活動

男女共同参画社会づく り に関する活動

消費者問題に関する活動 (生協活動等)

食育 ･子育てに関する活動

社会福祉･保健衛生･医療に関する活動

自然保護 ･環境美化 ･ リサイクル活動など環境問題に関する活動

防犯 ･ 防災など安心 ･ 安全なまちづくり に関する活動

観光･産業おこしなど地域経済の活性化に関する活動

国際交流･ 国際平和などに関する活動

その他

20 30 40

24 . 2

""ミ軽ミミミ盡誣盡蕊ぷ極ミ"蟻 36 . 4

40 . 2

、 1 9 .

2 1 . O

30 . 1

24 . 5

29 , 5
9 , 1

襞襞雨雨麟蕊ミ飛ぶ滋畿灘畿遜騒圏 29 , 5

9 . 3

綴雨謎灘"蘂遜騒團畿謎襞雨滋態麟 36 . 1

8 . 6

窯飛ぶ滋巡巡謎謎畿滋蕊蕊ミミ 騒滋ぷ謎纒鸚滋蕊纒"謎畿雨纒圏謎 42, 9

7 . 8 ･ 36 . 9

(南島原市 : n =396)

資料 : 市民ア ンケー ト調査
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●具体的な施策と取り組み内容●

女性と男性が協力 して、 新たな視点でき問いのある豊かな地域生活のために、 様々な

課題の解決や地域の活性化に取り組んでいきます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

( 1 ) 地域社会に

おける男女共同参

画の推進

･ 固定的役割分担意識

の解消に向けた広報 ･

啓発の充実

･地域イベン トへの積

極的な参画促進

講演 会 ･

セ ミ ナ ー

等の 開 催

回数

2 回 3 回
人権 ･ 男女

共同参画室

各種 イ ベ

ン ト の ス

タ ツ フ数

3,200人 3,200人 企画振興課

(2) 防災におけ

る男女共同参画の

推進

･ 男女共同参画の視点

に立 っ た防災対策の

展開

市 防 災 会

議の女性

委員登用率

0% ず 0% 総務課

(3) 女性力を生

かせる地域づく り

と男女共同参画の

促進

･ 女性リ ーダーの育成

･ 地域の女性団体等と

の連携及び支援

女 性人材

バ ン ク の

登録者数

↑ 50 人
人権 ･ 男女

共同参画室

※女性人材バンク登録者数 (平成24年3月3 1 日現在) : 乍 23 人
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r - ｢

逼霊園堕 晏隷搬煙霧謡菫会論難が ｣
政策 目標 8 男女間における暴力の根絶

●現状と課題●

暴力は誰に対しても許されるものではありませんが、 特に、 女性に対する暴力には、

性犯罪、 売買春、 D v札 ド メステ ィ ッ ク . バイ オレンス) 、 セクハラ※(セクシ ュ アル .

ハラスメン ト ) 、 ス ト ーカー行為など様々な形態があり 、 固定的な性別役割分担意識や

経済力の格差などの男女がおかれている状況に起因 していることからも、 男女共同参画

社会を形成していく うえで克服すべき重要な課題となっています。 市民意識調査による

と 、 D Vの直接経験者は 6 .8%で、 ｢自分のまわり に経験した く している) 人がいる｣

は 1 2.6%とな っており 、 男性に比べると女性の被害が多くなっています。

また、 児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力等についても、 児童虐待にあ

たることから、 適切な対応が必要です。

また、 市民意識調査によると、 女性の 7.6%がセクハラを経験したことがあるという

結果が出ています。 職場におけるセクハラは、 労働者の能力発揮の妨げにつながること

から、 防止対策の徹底を進める必要があります。

■ D V に関する経験

□ 一般的にDV があることは知っている 囮 言葉を聞いたことはある

■ 直接経験したことがある 鐙経験した(している)人を知っている 1

｣皿 言葉を聞いたことがない 口 無回答

。% 20% 4096 60% 80% 1 00%

南島原市 全体

男性

女性 壽“で き圓, 雙
(南島原市 : n =39 6)

資料 : 市民ア ンケー ト調査

※DV ( ドメスティ ッ ク ･ バイオレンス)

配偶者や恋人など密接な関係にある者、 またはあっ た者からふるわれる身体的 ･ 心理的 ･ 性的な暴力。

※セクハラ (セクシュアル ･ ハラスメン ト)

相手の意に反 した性的な性質の言動のことで、 身体へ の不必要な接触、 性的関係の強要、 性的なうわさの流布、

衆目に触れる場所へのわいせつな写真の掲示など、 さまざまな態様のものが含まれます。

3 1

男女の人権が尊重され、 誰もが｢ 一 蹴榊 、芥 殴 … = 安心して暮らせる社会の実現



■セ クハラ に関す る経験

□ 一般的にセクハラがあることは知っている . 言葉を聞いたことはある
. 直接経験したことがある 母経験した くしている ) 人を知っている I

般

l皿 言葉を聞いたことがない 口 無回答

0% 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 1 0 0 %

. ‐ ‐ ･ ≧ ‐ " ↑- - ･ ･: 逕盡壽態逡趨き滋き亀塞ぎさき ! き き ; 美嚢盤滋遼蓬き鬘続 さき !--l 5･ 6
弐 蕊 ^ ::き き, : ‐きざ ;さま響きさま ! 箸褻

まき詩烹三 ･ 一 - - 漱ご に
" 、- -纒襞灘箋逸 導き,鷲霧 . -義きき なき ･ 半

, 飜灘緘 “. , 南

南島原市 全体

男性

女性

長崎県調査 (H2 1 年)

(南島原市 : n =39 6 、 長崎県 : n = 1 , 33 8)

資料 : 市民アンケー ト調査、 県民意識調査

●具体的な施策と取り組み内容●

男女間の暴力の根絶は本市においても重要な課題であり 、 暴力は絶対に許さないとい

う認識を広く 社会に徹底 し、 その根絶に向けて取り組んでいきます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

G ) DV対策の

推進

･ DV 被害相談体制の

充実

･ DV 防止のための啓発

･ 児童虐待防止対策の

整備

DV相談の

受付件数
41 件 継続

こども

未来課

DV 防止

講演会等の

開催回数

乍 回 乍 回
こ ども

未来課

児童相 談

件数
6〇 件 継続

こども

未来課

(2) セクハラ等

の対策の推進

･ 企業 ･ 団体へのセク

ハラ防止のための啓発

セ ク ハ ラ

防止 研修

会 の 開催

回数

す 回 人事課
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生涯を通 じた健康支援政策 目標 9

●現状と課題●

男性も女性も互いの特質を十分に理解し合い、 人権を尊重 しながら、 相手に対する思

いやりをもって生きてい< ことは、 男女共同参画社会の形成に欠く ことのできない前提

となっています。

また、 疾患の罹患状況が男女間で異なるなど、 生涯を通じた健康の保持のためには、

性差に応じた的確な健康支援を受けることが必要です。

特に、 女性には妊娠や出産など男性とは異なるライフサイ クルがあり 、 女性特有の疾

病により生命の危険を伴う こともあります。 そのため、 リ プロダクテ ィ ブ ･ ヘルスノラ

イ ツ※(性と生殖の健康 . 権利) や性差の視点をもち、 女性の生涯を通じた健康を支援す

るための総合的な対策の推進を図る必要があります。

■がん罹患率 (人 口 1 0 万対) 1 985 年~2008 年

函長崎県 男性 .南島原市 男性 E長崎県 女性 弾南島原市 女性

1 40 l 20 1 00 80 60 40 20 0 0 20 40 60 80 1 00 1 20 1 40

50 , 7 飛ぶミミミミミミミミミミミ""""""ミミミミ

翻臆 55･2

96 .4 康ミミミミミ""""""""ミミミミミミミミミミぶミミ""""ミミミミミミ""
1 1 2 .9

n 6 ･4盡照芯･議*袋ミミミミ飛ぶ鉢"謎溝謎盡盡茎
1 25軸蕊蕊態瀝瀝ぶ蕊蕊蕊謎蕊畿畿蕊SNN讃ぷ蘂畿巡ぶ畿纒瀝騒襞窓墜蘂"飛ぶミミ

前立腺がん

子宮がん

乳がん

肺がん

大腸がん

胃がん

樅就き. ･ ロ . ･ 鷲 田圏
ゞ 事そこ わな学事許 さ > > さ さ: : ‐ : ; - . こぎ斥 : " 58 . 1

酬…- 60 ,9

: ･ ' ‐ ; . . に “ 仏" 36 . 7

“鰯登40･8

ごね一言 ひれ ゞ ‐･ - ‐ふき主ななぎさ三等苗字壽◆1 7 6 , 2
- 89 . 1

ドン ; ' - : : ;また“ ･ ときふ り . ･ こん . : : :≧.･ . . ‐出 し･ ‘ 6 1 , 2

7 l . 9

資料 : 平成 22 年度長崎県がん登録事業報告

※リプロダクティ ブ ･ ヘルスノライツ (性と生殖の健康 ･ 権利)

乍 994年にカイ ロで開催された国際人口 ･ 開発会議において提唱された概念で、 女性の人権の重要な一つと して

認識されています。

リ プロダクテ ィ ブ ･ ヘルス/ライ ツの中心的課題には、 いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、 安全で

満足のいく 性生活、 安全な妊娠 ･ 出産、 子どもが健康に生まれ育つことなどが含まれており 、 また、 思春期や更年

期における健康上の問題等、 生涯を通 じての性と生殖に関する課題が幅広く 議論されています。
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●具体的な施策と取り組み内容●

男女が自己の健康を管理するため、 性差に応じた健康づく りの推進や健康教育、 相談

体制を確立するとともに、 女性については、 妊娠や出産など男性と異なるライフサイク

ルに応じた適切な健康を支援するための対策の推進を図ります。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

G ) 健康診査 ･

健康教育の推進

･ 健康診査 ･ 健康教育

の推進

･ がん検診 ･ がん予防

健康教育の推進

･ 心の健康の保持

･ 生涯にわたるスポー

ツ活動の推進

特定健診

受診率
39.9% 65.0% 保険年金課

乳 がん ･

子 宮 がん

検診受診率

乳がん

24.5%
50.0% 健康対策課

子宮がん

218%
50.0% 健康対策課

′ふ の健康

づ く り 講

演 会 開 催

回数

3 回 3 回 福祉課

ス ポー ツ

教室 開 催

回数

3 回 3 回
ス ポー ツ

振興課

(2) 妊娠 ･ 出産と

乳幼児期における

健康管理への支援

･ 妊産婦の健康支援の

推進

･ 妊娠 ･ 出産、 子育て

に関わる相談体制の

充実

幼 児健 康

診査受診率
96% ず 00%

こども

未来課

妊産婦検

診受診率
す 00% 乍 00%

こども

未来課
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政策 目標 1 0 生活上の困難を抱える人が安心 して暮 らせる環境の整備

●現状と課題●

ひとり親世帯の相対的貧困率は比較的高く 、 特に母子世帯で高いという特徴がありま

す。 また、 父子家庭の男性が地域で孤立するなど生活上困難な状況に陥りやすいとの現

状もあり 、 ひと り親家庭の生活安定と自立促進については母子家庭だけでなく 、 父子家

庭への支援策の充実も必要です。

さ らに、 高齢化が急速に進展する本市において、 地域社会を豊かで活力ある社会と し

てい く ために、 高齢者等も、 一人ひと りが自立し誇り を持って社会参画できる環境づ<

りが必要です。

陣がいのある人については、 地域において陣がいのない人と同 じように生活 し、 あら

ゆる分野で社会参加できるような体制の充実を図る必要があります。

■一般世帯におけるひ と り 親世帯及び高齢者世帯の割合

-‐-ひとり ;親と子ども -■-高齢者夫婦世帯 -凄囲高齢者単身世帯

から成る世帯
(%)

昭和60年 平成2年 平成7年 平成1 2年 平成1 7年 平成22年

資料 ; 総務省 ｢国勢調査｣
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●具体的な施策と取り組み内容●

男女共同参画の視点に立ち、 様々な困難な状況に置かれている人々が安心 して暮らせ

る環境整備を進めます。

具体的な施策 取り組み内容 指標
実績値

(H22 年度)

目標値

(H29 年度)
所管課

G ) ひと り親家

庭の生活安定と目

立支援

･ 自立支援の促進

･ 相談体制の充実

母子 ･ 父子

･ 寡婦 福

祉 医療助 ･

成件数

5,390件 継続
こども

未来課

(2) 高齢者や障

がいのある人への

支援

･ 高齢者の自立支援

･ 陣がいのある人への

支援

･ 相談体制の充実

･ 高齢者虐待防止対策

の整備

･ 高齢者等への学習会

の開催

民 生委 員

世帯訪 問

回数

1 1 , 2 0 3 回 1 3 , 0 0 0 回 福祉課

高齢者虐待

相談件数
1 0 件 継続 福祉課

出前講座の

開催回数
29 回 24 回 福祉課

　 　 　　 　　 　　、 〔 〔 ′

　 　 　　 　　　　　 　、 l - -

.し-
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第 4 章

計画の推進



計画の推進

男女共同参画の推進を図るために、 施策の取り組み状況を確認 し、 年次的に検証 して

いきます。

施策の取り組み状況については、 市長を会長とする ｢南島原市男女共同参画庁内推進

会議｣ を中心に、 市民で構成する ｢南島原市男女共同参画推進懇話会｣ の機能を十分に

発揮させ、 事業の充実を図ります。

また、 男女共同参画の推進には、 市民や事業者の担う役割も大きいため、 情報提供に

努めるほか、 事業者との連携や関係団体との協働により 、 男女共同参画社会づく り に向

けた活動やネッ トワークづく りを図ります。

市民一人ひと りが、 男女共同参画社会の実現に向けて、 家庭 ･ 学校 ･ 職場 ･ 地域など

のあらゆる分野を通じて、 男女共同参画社会づく りの取り組みに積極的に参画できる施

策の推進を図ります。 さらに、 市民一人ひとりの声を反映するための仕組みづく りを整

え、 市民協働の男女共同参画社会づく りを目指します。

市民 ･ 事業者 ･ 関係団体等

情報提供 ･ 連携

　
　
　
　
　
雑
懇

庁内の推進体制

人

権

男
女
共
同
参
画
室

南島原市男女共同参画庁内推進会議

会 長 : 市長

副会長 : 副市長、 教育長

諮問 . 答申 ･ 委 員 : 各部局長
調査審議

4 L 幹事会

ワーキンググループ
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参考資料



南島原市男女共同参画推進懇話会設置要綱

(設置)

第す 条 本市の男女共同参画社会の形成促進を図るための施策について広く意見を聴取し、

男女共同参画の施策の企画及び推進に資するため、 南島原市男女共同参画推進懇話会 〔以

下 ｢懇話会｣ とい う。 ) を設置する。

(所掌事務)

第2条 懇話会の所掌事務は、 次のとおり とする。

( 1 ) 男女共同参画の調査研究に関すること。

(2) 男女共同参画社会推進の提言に関すること。

(3) その他男女共同参画社会推進に関すること。

(組織)

第3条 懇話会は、 委員1 5人以内をも って組織する。

2 委員は、 次に掲げる者のうちから、 市長が妻嘱又は任命する。

G ) 各種団体の代表

〔2) 学識経験を有する者

(3) 公募に応じた者

(4) その他市長が必要と認める者

3 委員の任期は、 2年と し、 再任を妨げない。 ただ し、 補欠委員の任期は、 前任者の残任

期間とする。

(会長)

第4条 懇話会に会長を置き、 委員の互選によ り これを定める。

2 会長は、 懇話会を代表し、 会務を総理する。

3 会長に事故あるときは、 あらか じめ会長の指名する委員が、 その職務を代理する。

(会議)

第5条 懇話会の会議は、 必要に応じ会長が招集し、 会長がその議長となる。

(部会)

第6条 懇話会に、 部会を置く ことができる。

(庶務)

第7条 懇話会の庶務は、 市民生活部人権 ･ 男女共同参画室において処理する。

(その他)

第8条 この告示に定めるもののほか、 懇話会に関 し必要な事項は、 会長が懇話会に諮って

定める。

附 則

(施行期日 )

↑ この告示は、 平成 1 8年7月 1 日から施行する。

(任期の特例)

2 この告示の施行の日以後最初に委嘱する委員の任期は、 第3条第3頃の規定にかかわら

38



穿、 平成20年3月3 ↑ 日までとする。

3 平成22年乍 乍 月 す 日 に委嘱する委員の任期は、 第 3条第3頂の規定にかかわら疹、 平成

25年3月3 乍 日 までとする。

附 則 (平成1 8年 1 0月 す 日告示第ず 99号)

この告示は、 平成1 8年す 0月 1 日から施行する。

附 則 (平成 1 9年6月29日告示第67号)

この告示は、 平成 1 9年7月 1 日から施行する。

附 則 (平成 20 年4月 す 日告示第 35 号)

この告示は、 平成 20 年4月 す 日から施行する。

附 則 (平成 22 年 1 0 月 乍 日告示第 95 号)

この告示は、 平成 22 年 す T 月 す 日から施行する。
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南島原市女性人材バンク設置要綱
(目的)

第 す 柔 この告示は、 各分野において識見又は経験を有する女性の情報を必要とする者に

適切に情報を提供し、 審議会等への女性の積極的登用を目指すため、 南島原市女性人材バ

ンク (以下 ｢女性人材バンク｣ という 。 ) を設置することを目的とする。

(対象者)

第2条 女性人材バンクに登録できる者は、 次の各号のい穿れにも該当する者とする。

G ) 本市に居住若しく は勤務し、 又は市内の団体に所属 している 2 0歳以上7 5歳

未満の女性

( 2 ) 次のいびれかの分野に関心のある者又は専門的知識若 しく は技能を有している

者

ア 人権 ･ 男女共同参画

イ 保健 ･ 医療

ウ 法律 ･ 行政

工 福祉 ･ 介護

オ 環境

力 国際交流

キ 農業 ･ 水産業 ･ 商業 ･ 工業

ク 建築 ･ 土木

ケ 育児 ･ 子育て

コ 教育 ･ スポーツ

サ 文化 ･ 芸術

シ まちづく り ･ 地域活動

ス NP0 ･ 各種ボランテ ィ ア

(登録方法)

第3条 女性人材バンク八の登録を申請 しよう とする者は、 南島原市女性人材バンク登録

申請書 (別記様式) を市に提出するものとする。

2 市長は、 前項に規定する申請書を受理 した場合は、 登録することが適当と認められた

者について、 女性人材バンクへ登録するものとする。

3 登録に際しては、 広い分野からの人材登録を基本と し、 自薦 ･ 他薦を問わないものと

する。 他薦者には、 申請書を送付 し、 登録について本人の承諾が得られた者を登録する

ものとする。

(登録の周知)

第4条 市は、 人材の発掘のため、 市のホームページの利用 、 印刷物の配布その他適切な

方法によ り周知に努める。

(女性人材バンクの活用)

第5条 市長は、 次に掲げるときに女性人材バンクを活用するものとする。

( 乍 ) 市における各種審議会 ･ 委員会等の委員の人選をするとき。
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( 2 ) 市において事業の推進のために女性の人材を必要とするとき。

( 3 ) セミナー等の講師の依頼及び各種研修会 ･ イ ベン ト等の案内のために利用する

とき。

(4 ) その他市長が必要とするとき。

(情報の管理)

第6条 女性人材バンクに登録した情報の管理は、 次に掲げるところによる。

G ) 女性人材バンクに登録した個人情報は、 南島原市個人情報保護条例 (平成 ぅ 8

年南島原市条例第 ↑ 1 号) の規定に基づき管理するものとする。

( 2 ) 女性人材バンクの内容の更新は、 変更の申請があ った時点で随時行うものとす

る。

く 3 ) 定期的に登録者の見直しを行うものとする。

(登録の抹消)

第7条 次の各号のいびれかに該当する者は、 女性人材バンクから登録を抹消するものと

する。

G ) 女性人材バンクから登録の抹消を申 し出た者

( 2 ) 満7 5歳に達した者

( 3 ) その他市長が登録者と してふさわしくないと認めた者

(その他)

第8条 この告示に定めるもののほか、 必要な事項は、 市長が別に定めるものとする。

附 則

この告示は、 平成 2 3年7月 ↑ 日から施行する。
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別記様式 (第 3 条関係)

南 島原市女性人材バ ン ク 登録 申 請書

フ リ ガナ
生年

月 日
年 月 日

氏 名

住 所

T

電話 ( )

職 業

勤 務 先

T

電話 ( )

所 属

団 体 名

免許、 資格、 職歴等で参考にな る も のが あ り ま した ら ご記入 く だ さ い。

国 、 地方公共団体な どで審議会、 委員会、 その他委員 と して参加経験が あ り ま した ら ご記入 く だ さ い。

任 期 会 の 名 称 任 命 機 関

昭和 ･ 平成 年 月 日 か ら

昭和 ･ 平成 年 月 日 ま で

昭和 ･ 平成 年 月 日 か ら

昭和 ･ 平成 年 月 日 ま で

昭和 ･ 平成 年 月 日 か ら

昭和 ･ 平成 年 月 日 ま で

専門 、 経験、 関心の あ る分野にEP をつけて く だ さ い。 (い く つで も結構です。 )

口 人権 ･ 男女共同参画 口 保健 ･ 医療 口 法律 ･ 行政

口 福祉 ･ 介護 口 環境 口 国際交流

口 農業 ･ 水産業 ･ 商業 ･ 工業 口 建築 ･ 土木 口 育児 ･ 子育て

口 教育 ･ ス ポーツ 口 文化 ･ 芸術 口 ま ちづ く り ･ 地域活動

口 N P 0 ･ 各種ボ ラ ンテ ィ ア

南島原市女性人材バ ンク設置要綱第 5 条の規定に よ り 、 市が女性人材バンク を活用する "こあた り 、

上記内容の情報を市に提供する こ と を承諾 し 、 登録申請 します。

年 月 日

氏名 ◎
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南島原市男女共同参画庁内推進会議設置要綱

( 設 置 )

第 乍 条 本 市 に お け る 男 女共 同 参 画 社会 の 形 成 の 促進 に 関 し 、 本 市 の 内 部 機

関 相互 の総 合 的 な 連 絡 調整 を 図 る た め 、 南 島 原 市 男 女 共 同 参画庁 内 推 進会

議 ( 以 下 ｢ 推 進 会 議 ｣ と い う 。 ) を 設 置 す る 。

( 所掌 事 務 )

第 2 条 推 進 会 議 は 、 次 の 事項 を 所掌 す る 。

( T ) 男 女 共 同 参画計画 の 策 定 に 関 す る こ と 。

( 2 ) 男 女 共 同 参 画 計 画 に 基 づ く 施策 の 推進 に 関 す る こ と 。

( 3 ) そ の 他男 女共 同 参画 社会 の形 成 に つ い て 必 要 な事項 に 関 す る こ と 。

( 組 織 )

第 3 条 推 進 会 議 は 、 会 長 、 副 会 長 及 び委 員 を も っ て 構成 す る 。

2 会長 、 副 会 長 及 び委 員 は 、 別 表 に 掲 げる 職 に あ る 者 を も っ て 充 て る 。

( 会 長 及 び副 会 長 の 職 務 )

第 4 条 会 長 は 、 会 務 を 総 理 し 、 推進 会 議 の 議 長 と な る 。

2 副 会長 は 、 会 長 に 事 故 があ る と き 、 又 は 会 長 が欠 け た と き は 、 あ ら か じ

め 会 長 の 定 め る 順 序 に よ り そ の 職 務 を 代 理 す る 。

( 会 議 )

第 5 条 推進 会議の 会 議 は 、 会長 が招集 す る 。

( 意 見 の 聴 取 等 )

第 6 条 推進 会 議 は 、 必 要 があ る と 認 め る と き は 、 推進 会 議 の 会議 に 委 員以

外 の 者 の 出 席 を 求 め 、 意見 若 し く は 説 明 を 聞 き 、 又 は 資 料 の 提 出 を 求 め る

こ と がで き る 。

( 幹 事 会 及 び ワ ー キ ン グ グ ル ー プ )

第 7 条 推 進会 議 に 幹 事会 を 置 き 、 推進 会 議 か ら 委 ね ら れ た 事 項 に つ い て 調

査 研究 す る 。

2 幹 事 会 を 構 成 す る 幹 事 は 、 会 長 が指 名 し た 課 長 及 び 室 長 を も つ て 充 て 、

市 民 生 活 部 人 権 ･ 男 女 共 同 参画 室 長 を 幹事長 と す る 。

3 幹 事 ‐長 は 、 必 要 があ る と 認 め る と き は 幹事 会 を 招 集 し 、 こ れ を 主 宰 す る 。

4 幹 事 会 に ワ ー キ ン グ グル ー プ を 置 き 、 幹事 会 か ら 委 ね ら れ た 男 女 共 同参

画施策 の 内 容 を 個 別 に 調 査 検 討 す る 。

5 ワ ー キ ン グ グル ー プの 構 成 員 は 、 幹 事 長 が指 名 し た 職 員 を も っ て 充 て る 。

6 ワ ー キ ン グ グル ー プ は 、 必 要 に 応 じて 幹 事 長 が召 集 す る 。

( 庶 務 )

第 8 条 推 進 会 議 の 庶 務 は 、 市 民 生 活 部 人権 ･ 男 女共 同 参画室 に お い て 処理

す る 。

( 委 任 )
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第 9 条 こ の 訓 令 に 定 め る も の の ほ か 、 推 進 会 議 の運 営 に 関 し必 要 な 事項 は 、

会 長 が別 に 定 め る 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 24 年 乍 月 4 日 か ら 施 行 す る 。

別 表 ( 第 3 条 関 係 )

会 長 市 長

副 会 長 副 市 長 教育長

委 員 総務 部長 企画振興 部 長 市民 生 活 部長 福 祉 保健 部長 農林

水産 部長 建設 部長 水道 部 長 議会事 務局長 農業委 員 会 事

務局長 教育 委 員 会 事務局 教 育次長 監 査 委 員 事務 局 長 衛 生

局長

44



南島原市男女共同参画推進懇話会委員名簿

氏 名 ･ 団体 ･ 活動分野等 備 考

･4I･ 吉田 アツ子 島原人権擁護委員協議会

2 金田 慶治 南島原市社会教育委員 会長

3 松島 奈美 長崎県男女共同参画推進員

4 小川 絹子 南島原市民生委員児童委員協議会

5 城谷 義文 南島原市商工会

6 小野沢 節子 南島原市婦人会連絡協議会

7 立石 謙作 南島原市 P T A連合会

8 城谷 高幸 南島原市認定農業者協議会 副会長

9 伊藤 智美香 南島原市食生活改善推進員協議会

1 0 中村 浄子 南島原市保育会

T 乍 喜多 芳文 一般公募

乍 2 田中 朋子 一般公募

乍 3 馬場 公嘉 一般公募

乍 4 平木 勇 一般公募

す 5 吉田 英一 南島原市福祉保健部こども未来課

平成 24 年7月 す 日現在
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男女共同参画社会基本法 (平成 1 1 年法律第7 8号)

目 次

前文

第 ず 章

第 2章

第 3章

附則

総則 (第す 条-第1 2条)

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 (第1 3条三第20条)

男女共同参画会議 (第2↑ 条一第28条)

我が国においては、 日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、 男女平等の実現に向

けた様々な取組が、 国際社会における取組とも連動しつつ、 着実に進められてきたが、 なお一層

の努力が必要とされている。

一方、 少子高齢化の進展、 国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく 上で、 男女が、 互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、 性別にかかわりなく 、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、 緊要な課題となって

いる。

このような状況にかんがみ、 男女共同参画社会の実現を2 1 世紀の我が国社会を決定する最重

要課題と位置付け、 社会のあらゆる分野において、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図 っていく ことが重要である。

ここに、 男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかに してその方向を示 し渦将来に

向かって国、 地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、 この法律を制定する。

第 1 章

( 目的)

　 　 　

総則

この法律は、 男女の人権が尊重され、 かつ、 社会経済情勢の変化に対応できる豊かで

活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、 男女共同参画社会の形成に関 し、 基本理念

を定め、 並びに国、 地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、 男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより 、 男女共同参画社会の形成を

総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

(定義)

第 2条 この法律において、 次の各号に掲げる用語の意義は、 当該各号に定めるところによる。

ー 男女共同参画社会の形成 男女が、 社会の対等な構成員と して、 自 らの意思によって社

会のあ らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、 も って男女が均等に政治的、

経済的、 社会的及び文化的利益を享受することができ、 かつ、 共に責任を担うべき社会を

形成することをいう。

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、 男女のい餅れか一方に対 し、 当該機会を積極的に提供することをいう。

(男女の人権の尊重)

第 3 条 男女共同参画社会の形成は、 男女の個人と しての尊厳が重んぜられること、 男女が性
別による差別的取扱いを受けないこと、 男女が個人と して能力を発揮する機会が確保されるこ

とその他の男女の人権が尊重されることを旨と して、 行われなければならない。

(社会における制度又は慣行についての配慮)

第 4 条 男女共同参画社会の形成に当たっては、 社会における制度又は慣行が、 性別による固

定的な役割分担等を反映 して、 男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼ

すことにより 、 男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対 して及ぼす影響をできる限

り 中立なものとするように配慮されなければならない。

(政策等の立案及び決定への共同参画)

第 5 条 男女共同参画社会の形成は、 男女が、 社会の対等な構成員と して、 国若 しく は地方公
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共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同 して参画する機会が

確保されることを旨と して、 行われなければならない。

(家庭霊活における活動と他の活動の両立)

第 6条 男女共同参画社会の形成は、 家族を構成する男女が、 相互の協力と社会の支援の下に、
子の養育、 家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員と しての役割を円滑

に果た し、 かつ、 当該活動以外の活動を行う ことができるようにすることを旨と して、 行われ

なければならない。

(国際的協調)

第 7 条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有 しているこ

とにかんがみ、 男女共同参画社会の形成は、 国際的協調の下に行われなければならない。

(国の責務)

第 8 集 国は、 第 3 条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念 (以

下 ｢基本理念｣ という 。 ) にの っ と り 、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 (積極的

改善措置を含む。 以下同 じ。 ) を総合的に策定 し、 及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第 9 条 地方公共団体は、 基本理念にのっ とり 、 男女共同参画社会の形成の促進に関 し、 国の

施策に準 じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応 じた施策を策定し、 及び実

施する責務を有する。

(国民の責務)

第1 0案 国民は、 職域、 学校、 地域、 家庭その他の社会のあらゆる分野において、 基本理念に

のっ と り 、 男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。

G去制上の措置等)

第創 案 政府は、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。

(年次報告等)

第乍 2条 政府は、 毎年、 国会に、 男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出 しなければならない。

2 政府は、 毎年、 前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講 じよう とする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかに した文書を作成し、 これを国会に提出

しなければならない。

第 2章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

〔男女共同参画基本計画)

第乍 3条 政府は、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画 (以下 ｢男女共同参画基本計画｣

という。 ) を定めなければならない。

2 男女共同参画基本計画は、 次に掲げる事項について定めるものとする。

ー 総合的かつ長期的に講参べき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項

3 内閣総理大臣は、 男女共同参画会議の意見を聴いて、 男女共同参画基本計画の案を作成 し、

閣議の決定を求めなければならない。

4 内閣総理大臣は、 前項の規定による閣議(霧決定があったときは、 遅滞なく 、 男女共同参画基

本計画を公表 しなければならない。

5 前 2 頃の規定は、 男女共同参画基本計画の変更について準用する。

(都道府県男女共同参画計画等)

第1 4条 都道府県は、 男女共同参画基本計画を勘案 して、 当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画 (以下 ｢都道府県男女共同参画

計画｣ という。 ) を定めなければならない。

2 都道府県男女共同参画計画は、 次 ｢守掲げる事項について定めるものとする。

- 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講餅べき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱
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二 前号に掲げるもののほか、 都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

3 市町村は、 男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案 して、 当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画 (以下 ｢市

町村男女共同参画計画｣ という。 ) を定めるよう に努めなければならない。

4 都道府県又は市町村は、 都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、 又

は変更 したときは、 遅滞なく 、 これを公表 しなければならない。
(施策の策定等に当た っ ての配慮)

第1 5条 国及び地方公共団体は、 男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定 し、 及び実施するに当たっては、 男女共同参画社会の形成に配慮 しなければならない。
(国民の理解を深めるための措置)

第1 6条 国及び地方公共団体は、 広報活動等を通じて、 基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。

(苦情の処理等)

第乍 7案 国は、 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び

性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によ っ て人権が侵

害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。
(調査研究)

第1 8条 国は、 社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調

査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進

するよう に努めるものとする。

(国際的協調のための措置)

第1 9条 国は、 男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、 外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を

図るために必要な措置を講穿るように努めるものとする。

(地方公共団体及び民間の団体に対する支援)

第20条 国は、 地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関 して行う活動を支援するため、 情報の提供その他

の必要な措置を講穿るように努めるものとする。

第 3章 男女共同参画会議

(設置)

第2牟 条 内閣府に、 男女共同参画会議 (以下 ｢会議｣ という 。 ) を置く 。

(所掌事務)

第22条 会議は、 次に掲げる事務をつかさどる。
- 男女共同参画基本計画に関し、 第 1 3 条第 3 頃に規定する事項を処理すること。

二 前号に掲げるもののほか、 内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応 じ、 男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、 基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。

三 前二号に規定する事項に関 し、 調査審議し、 必要があると認めるときは、 内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、 意見を述べること。

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、 及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査 し、 必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、 意見を述べること。

(組織)

第23条 会議は、 議長及び議員 24 人以内をもって組織する。
(議長)

第24条 議長は、 内閣官房長官をもって充てる。

2 議長は、 会満を総理する。

(議員)

第25条 議員は、 次に掲げる者をも って充てる。

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、 内閣総理大臣が指定する者

48



男女共同参画社会の形成に関 し優れた識見を有する者のうちから 、 内閣総理大臣が任命

する者

2 前項第二号の議員の数は、同頃に規定する議員の総数の ↑ 0 分の 5 未満であってはならない。

3 第 乍 頂第三号の議員のうち、 男女のい穿れか一方の議員の数は、 同号に規定する議員の総数

の 1 0 分の 4 未満であ ってはならない。

4 第 す 頃第二号の議員は、 非常勤とする。

(議員の任期)

第26条 前条第 す 頃第二号の議員の任期は、 2年とする。 ただし、 補欠の議員の任期は、 前

任者の残任期間とする。

2 前条第 す 頃第二号の議員は、 再任されることができる。

(資料提出の要求等)

第27条 会議は、 その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、 関係行政機関の

長に対 し、 監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、 意見の開陳、 説明その他必要な協

力を求めることができる。

2 会議は、 その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、 前項に規定する者

以外の者に対 しても、 必要な協力を依頼することができる。

(政令への委任)

第28条 この章に定めるもののほか、 会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関 し必要

な事項は、 政令で定める。

附 則 (平成 1 1 年 6 月 23 日法律第 78 号) 抄

(施行期日 )

第 す 条 この法律は、 公布の日から施行する。

(男女共同参画審議会設置法の廃止)

第 2条 男女共同参画審議会設置法 (平成 9 年法律第 7 号) は、 廃止する。

附 則 (平成 竹 年 7 月 1 6 日油倖第 乍 02 号) 抄

く施行期日 )

第 す 条 この法律は、 内閣法の一部を改正する法律 (平成 T T 年法律第88号) の施行の日か

ら施行する。 ただし、 次の各号に掲げる規定は、 当該各号に定める日から施行する。

(施行の日=平成 1 3 年 ず 月 6 日 )

- 略

二 附則第 す 0 条第 1 項及び第 5 項、 第 1 4 条第 3 頃、 第 23 条、 第 28 条並びに第 30 条

の規定 公布の曰

く委員等の任期に関する経過措置)

第28条 この法律の施行の日の前日 において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、 委

員その他の職員である者 (任期の定めのない者を除く 。 ) の任期は、 当該会長、 委員その他の

職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわら穿、 その日に満了する。

一から十まで 略

十一 男女共同参画審議会

(別に定める経過措置)

第30条 第2条から前条までに規定するもののほか、 この法律の施行に伴い必要となる経過

措置は、 別に法律で定める。

附 則 (平成 1 1 年 1 2月22日法律第乍 60号) 抄

く施行期日 )

第 1 条 この法律 (第 2 条及び第 3 条を除く 。 ) は、 平成 ず 3 年 ↑ 月 6 日から施行する。 ただ

し、 次の各号に掲げる規定は、 当該各号に定める日から施行する。

(以下略)

49



男女共同参画に関する動き (年表)

世界の動き 日本の動き 長崎県の動き 南島原市の動き

ず 975 年

(昭和 50 年)

･ 国際婦人年 〔 目標 :

平等、 発展、 平和)

･ 国際婦人年世界会議

(メキシコシティ )

｢世界行動計画｣ 採

択

･ 婦人問題企画推進本

部設置

･ 婦人問題企画推進会

議開催

1 976 年
(昭和 5 ↑ 年)

･ 国立婦人教育会館開

館

･ ｢民法｣ 改正 (離婚復

氏制度)

･婦人問題窓口 〔労政課)

設置

乍 977 年

(昭和 52 年)

･ ｢国内行動計画｣ 策定

乍 978 年
(昭和 53 年)

･ 長崎県婦人問題懇話会

設置

･長崎県婦人関係行政推
1進大会議譲群青

ず 979 年

(昭和 54 年)

･ 国連第 34 回総会 ｢女

子差別撤廃条約｣ 採

択

1 980 年
(昭和 55 年)

･ ｢国連婦人の十年｣ 中

間年世界会議 ( コペ

ンハーゲン)

｢国連婦人の十年後

半期 行 動 プ ロ グ ラ

ム｣ 採択

･ 女子差別撤廃条約署

名

･ ｢民法 ･ 家事審判法｣

改正 (配偶者の相

続分引き上げ)

･ ｢生きがいを育てる長

崎県の婦人対策｣ 策定

･ 婦人問題担当企画主幹

配置

･第 す 回市町村担当課長

会議開催

す 98 也 年
(昭和 56 年)

･ ｢ I L O第 乍 56 号条約

(家族的責任条約)｣

採択

･ ｢国内行動計画後期重

点目標｣ 策定

マ 983 年
(昭和 58 年)

･ 長崎県婦人問題調査実

施

乍 985 年
(昭和 60 年)

･ ｢国連婦人の十年｣ ナ

イ ロ ビ世界会議

(西暦2000年に向け

ての) ｢婦人の地位向

上のためのナイ ロ ビ

将来戦略｣ 採択

･ ｢国籍法｣ 改正

･ ｢男女雇用機会均等

法｣ 公布

･ ｢女子差別撤廃条約｣

批准

･ ラジオミニ講座 ｢女あ

れこれ｣ 開始

･情報紙｢女性ながさき｣

創刊

↑ 986 年

(昭和 6乍 年)

･ 婦人問題企画推進本

部拡充 : 構成を全省

庁に拡大、 婦人問題

企画推進有識者会議

開催

･企画部婦人対策室設置

乍 987 年
〔昭和 62 年)

･ ｢西暦 2000年に向け

ての新 国 内 行 動 計

画｣ 策定

乍 990 年
(平成 2 年)

･ 国連婦人の地位委員

会拡大会期

･ 国連経済社会理事会

｢婦人の地位向上の

ためのナイ ロ ビ将来

戦略に関する第 1 回

見直 しと評価に伴う

勧告及び結論｣ 採択

･ ｢2(XX ながさき女性プ

ラン｣ 策定

･ 婦人対策室を女性行政

推進室に改称
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5 1

世界の動き 日本の動き 長崎県の動き 南島原市の動き

ず 991 年

(平成 3 年)

･ ｢西暦 2000 年に向け

ての新国内行動計画

(第一次改定)｣ 策定

･ ｢育児休業法｣ 公布

1 992 年

(平成 4 年)

･ 婦人問題担当大臣任

命

･ ｢審議会等の委員への

女性の登用促進要綱｣

制定

1 993 年

(平成 5 年)

･ 国連世界人権会議 ｢ウ

イ ーン宣言｣ 採択

･ 国連第 48 回総会 ｢女

性に対する暴力の撤

廃に関する宣言｣ 採

択

･ ｢パー ト タ イ ム労働

法｣ 公布 ･ 施行

･ 育児休業生活資金創設

乍 994 年
(平成 6 年)

･ 国際人口 ･ 開発会議

｢カイ ロ宣言及び行

動計画｣ 採択

･ 男女共同参画室設置

･ 男女共同参画審議会

設置 (政令)

婦人問題企画推進本

部を男女共同参画推

進本部に改称

･ ｢200↑ ながさき女性プ

ラン｣ 第一次改定

･ 企画部参事監 (女性行

政担当) 新設

ず 995 年

(平成 7 年)

･ 第 4 回世界女性会議

一平等、 開発、 平和

のための行動 dヒ京)

｢北京宣言及び行動

綱領｣ 採択

･ ｢育児休業法｣ 改正 (介

護 休 業 制 度 の 法制

化)

･ ｢ I L O第 ↑ 56号条約

(家族的責任条約)｣

批准

･ 企画部女性行政推進室

を生活環境部女性行

政推進室に改組

1 996 年
(平成 8 年)

･ 男女共同参画推進連

携会議 〔えがりてネ

ツ ト ワーク) 発足

･ ｢男女共同参画2〔X)○

年プラ ン｣ 策定

･ ｢優生保護法｣ を改正

し、 ｢母体保護法｣ 公

布 ･ 施行

･ ｢ながさきキラキラ ･

ライフプラン~200l

長崎県農山漁村女性

ビジ ョ ン~｣ 策定

1 997 年

(平成 9 年)

･ 男女共同参画審議会

設置 (法律)

･ ｢男女雇用機会均等

法｣ 改正

･ ｢介護保険法｣ 公布

･ 男女共同参画社会に向

けての県民意識調査

開始

･ 日韓海峡沿岸女性団体

交流支援事業開始 (平

成 9 年~1 2 年)

1 998 年

〔平成 1 0 年)

･ 男女共同参画フ オ ーフ

ム開催

す 999 年
(平成 ず 乍 年)

･ ｢男女共同参画社会基

本法｣ 公布 ･ 施行

･ ｢食料 ･ 農業 ･ 農村基

本法｣ 公布 ･ 施行 (女

性の参画の促進を規

定)

･ 長崎県女性問題懇話会

を長崎県男女共同参

画懇話会に改組

･ 生活環境部女性行政推

進室を県民生活環境

部男女共同参画室に

改組

2〔X〕○ 年
(平成 1 2 年)

･ 国連特別総会 ｢女性

2(X〕○年会議開催 (ニ

ュ ー ヨーク)

･ ｢男女共同参画基本計

画｣ 策定

･ ｢ス ト ーカー規制法｣

公布 ･ 施行

･ 新世紀創造フ ォ ーラム

開催

･ ｢長崎県男女共同参画

計画｣ 策定

･長崎県男女共同参画推

進本部設置



5 2

世界の動き 日本の動き 長崎県の動き 南島原市の動き

2(X汎 年

(平成 乍 3 年)

･ 男女共同参画会議設置

･ 男女共同参画局設置

･ ｢配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律｣ 公

布 ･ 施行

･ 第 1 回男女共同参画

週間

･ 男女共同参画社会に

向けての県民意識調

査実施

2002 年

〔平成 乍 4 年)

･

･ ｢長崎県男女共同参画

推進条例｣ 制定

･ 長崎県男女共同参画

･ 長崎県男女共同参画

推進員設置

2003 年

(平成 す 5 年)

･ ｢次世代育成支援対策

推進法｣ 公布 ･ 施行

･ 母子家庭の母の就業の

支援に関する特別措

置法｣ 公布 ･ 施行

･ ｢少子化社会対策基本

法｣ 公布 ･ 施行

･ ｢長崎県男女共同参画

基本計画｣ 策定

2〔X)4 年

(平成 乍 6 年)

･ ｢配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律｣の改

正

2005 年
(平成 乍 7 年)

･ 第 49 回国連婦人の地

位委員会

(国連 ｢北京+ す 0｣

世界閣僚級会合) (二

ユーヨ ーク)

･ ｢男女共同参画基本計

画 (第 2 次) ｣ 策定

･ 長崎県男女共同参画

推進センター設置

2〔X)6 年
(平成 乍 8 年)

･ ｢男女雇用機会均等法｣

改正

･ 県民生活環境部 (男女

共同参画担当) を県民

生活部参事監 (男女共

同参画担当) に改組

･ 県民生活環境部男女

共同参画室を県民生

活部男女共同参画室

に改組

･ 長崎県D V対策基本

計画策定

･ 長崎県男女共同参画

推進本部を長崎県男

女共同参画推進会議

に改組

･ 男女共同参画社会に

向けての県民意識調

査実施

･ 南島原市発足

･ 南島原市男女共同参

画推進懇話会設置

2〔X)7 年
(平成 乍 9 年)

･ ｢配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護に関する法律｣ 改正

･ ｢仕事と生活の調和(ワ

ーク ･ ライフ ･ バラン

ス) 憲章｣ 及び ｢仕事

と生活の調和推進の

ための行動指針｣策定

･ ｢長崎県男女共同参画

基本計画 (改定版)｣

策定

･ 県民生活部参事監(男

女共同参画担当 ) を

県民生活部次長に改

組

･ 市民生活部市民課人

権推進班か ら 企画

振興部人権 ･ 男女共

同参画室に改組

･ 男女共同参画社会に

向 け ての市民意識

調査実施
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2〔X)8 年
(平成 20 年)

･ 内閣府に仕事と生活の

調和推進室を設置

･ 県民生活部男女共同

参画室を県民生活部

男女参画 ･ 県民協働

課に改組

･ ｢長崎県子育て条例｣

公布 ･ 施行

･ 男女共同参画フ オ ー

ラム in ながさきの開

催

･ ｢南島原市男女共同

参画計画｣ 策定

･ 企画振興部人権 ･ 男

女共同参画室か ら

市民生活部人権 ･ 男

女共同 参画室 に改

組

2009 年

(平成 2ず 年)

･ 男女共同参画社会に

向けての県民意識調

査実施

･ ｢第 2 次長崎県 DV 対

策基本計画｣ 策定

201 0 年
(平成 22 年)

･ 第 54 回国連婦人の地

位委員会

(国連 ｢北京十 乍 5｣

記念会合) (ニューヨ

ーク)

･ ｢第 3 次男女共同参画

基本計画｣ 策定

･ 南島原市男女共同参

画推進懇話会機関

紙 ｢ハ ーモ ニ ー 通

信｣ (第 ず 号、 第 2

号) 発行

201 1 年

(平成 23 年)

･ ｢第 2 次長崎県男女共

同参画基本計画~な

がさき “輝き " プラ

ン~｣ 策定

･ 南島原市配偶者暴力

相談支援セ ン タ ー

開設

･ 南島原市女性人材バ

ンク設置

20す 2 年
(平成 24 年)

･ 県 民生 活 部 男 女 参

画 ･ 県民協働課を県

民生活部男女共同参

画室に改組

･ 南島原市男女共同参

画庁内 推進会議設

置厘

･ 男女共同参画社会に

向 け て の市民意識

調査実施

･ 南島原市男女共同参

画推進懇話会機関

細 ｢ハ ー モニ ー通

信｣ (第 3 号、 第 4

号) 発行

20乍 3 年
(平成 25 年)

･ ｢第 2 次南島原市男

女共同参画計画｣ 策

定
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